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東日本大震災から
１３年経過しました
ー忘却と世代交代
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熱中症による犠牲者東北地方に初めて台風上陸日本列島周辺でのプレート構造



近年の主な自然災害
• 2014年8月 広島豪雨・土砂災害
• 2014年9月 御嶽山噴火
• 2015年5月 口永良部島噴火
• 2015年9月 関東・東北豪雨
• 2016年4月 熊本地震(Mj7.3)
• 2016年8月 平成28年度台風10号
• 2016年10月 鳥取県中部地震(M6.6)
• 2016年11月 福島沖地震・津波(M7.4)
• 2017年7月 九州北部豪雨
• 2018年6月 大阪北部地震(Mj6.1)
• 2018年7−9月 西日本豪雨，高潮・台風
• 2018年9月 北海道胆振東部地震(Mj6.7)
• 2019年6月 山形県沖・新潟県沖地震
• 2019年10月 台風15号，19号による暴風雨
• 2020年7月 九州豪雨（令和２年7月豪雨）
• 2021年２，３，５月 東北地方での連続余震
• 2021年7月 熱海市土砂災害
• 2022年1月 トンガ火山噴火と津波
• 2022年3月 福島県沖地震（余震）
• 2022年７，８，９月 豪雨・台風災害ー線状降水帯
• 2024年1月 能登半島地震
• 2024年7月，8月 連続する台風と豪雨災害（山形・秋田）
• 2024年8月 台風10号（迷走）

これだけ発生して
いるので災害への
関心はあるが，低
い意識と具体的な
備えが不十分

東日本大震災
等の教訓は活
かされているの

か？
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多様化と激甚化

台風15・19号（千葉県，東
日本での被害）



朝日新聞（２０１６）より

2016年台風10号の概要
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1週間以上（長期）にわたり影響，迷走
中心部から離れた地域への豪雨（線状降水帯）

沿岸部まで29度以上と高い海面水温 再びエ
ネルギー補給されて北上か

9月2日を中心に短時間の激しい雨や雷雨
局地的には非常に激しい雨も

非常に激しい雨になると
予想降水量 わずか二日間で9月1か月分に

匹敵する降水量も

２０２４年 台風１０号の特徴

https://tenki.jp https://weathernews.jp



一方で，熱中症による犠牲者増加
そして，現在，新型（COVID-19）感染症の拡大

https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/manual/heatillness_manual_1-3.pdf?fbclid=IwAR12Z7Lt0JIcX3aSnYYT-
V5kQ1HMBA72r_-ZvOwJUg4ZfNXnQfLhMe2xakQ

異常気象
＝＞ 極端気象



2024年能登半島地震

日本海での海域活断層と複合災害
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日本海側 太平洋側

2011年東日本大震災での
地震（プレート境界地震）

今回の地震は、陸側プレート
の内部で発生（直下型地震）

沈み込んだ海洋プレート
内での地震

海溝付近での海洋プ
レート内での地震

背弧(back arc)

での沈み込み

日本列島
（島弧）

日本周辺のプレートと地震の関係（模式図）



2024年1月1日能登半島地震

地震概要（気象庁報道発表）

• 2024年1月1日16時10分

• マグニチュード：7.6（暫定値）

• 震源の深さ：16 km（暫定値）

• 最大震度： 7（石川県志賀町しかま
ち ）＝＞輪島でも７に修正（気象庁）

• 2018年（平成30年）北海道胆振東部地
震以来

• 震度７は，過去7回目

主な被害

（1月2日報道、消防庁資料より）

• 死者6人

• 建物倒壊、火災、道路寸断、停電など

• それ以降・・・・・急増

令和６年１月１日16時10分頃の石川県能登地
方の地震について（気象庁, 2024）に加筆

震央

志賀（しか）町

輪島でも７に修
正（気象庁）



今次津波の特徴
• 即時性；

– 陸域に連動した断層（波源），地震発生と伴に津波の初動が到達
– 富山湾では，海底地滑り（？）などの影響で，引き波初動
– 深い海域を伝播した津波は新潟県・上越に到達（15分ほど）

• 長時間の継続性；
– 日本海の閉塞性；対岸に約2時間かけて到達，その反射波が日本沿岸に戻り，反射や入射

を繰り返す（約24時間）
– 浅海域での拘束；先行した津波の陸域からの反射波が浅瀬地形にトラップされる（沖合に抜

けずに岸に向けて戻り，岸に沿う方向に伝わる），

• 最大波出現の遅延；
– 日本海沿岸で，後続波と複雑に重合．最大波は少し遅れて到達
– 能登半島北部の陸棚を大きく回り込んだ津波が，反対側の志賀町にも後続波として来襲

• 浸水域； 総浸水面積190ha（石川県中心），最大遡上高・痕跡高4～5ｍ，上越で
は7m以上

• 海岸・港湾域の被害； 地震，津波，液状化などの複合的な被害
– 石川県能登半島を中心に福井県～新潟県にかけて広い範囲で被害発生

• 人的被害； 厳しい津波の来襲 →人的被害(２名），多くの人命が守られた．
– 自治体の浸水想定・ハザードマップに基づく日頃からの訓練
– 強い揺れを感じたらすぐに海辺から離れ高いところに避難するという避難意識の高さ
– 平時より，災害に備えて準備を怠らず，継続することの大切さを浮かび上がらせている．
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（2024年1月2日10:03）

輪島港では1.2 
mを観測以降、
データが入って
きていない

https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#elem=info&co

ntents=tsunami に加筆

特性；第一波が早い，最大波が遅れる，継続時間が長い

津波：津波の観測状況

https://www.jma.go.jp/bosai/map.html
https://www.jma.go.jp/bosai/map.html
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珠洲市半島先端

珠洲市飯田湾へ屈折

第一波の到達

Masuda et al.,2024 submitted to 
Geoscience letter



河北新報朝刊2024/1/16
https://www.pref.ishikawa.jp/bousai/tsunami/13suzu/suzu.html

石川県から提供された津波予想浸水図

須須神社

奇跡ではない，
訓練が生きた
年に１，２回実施，
時間の計測も

正常化、愛他行動，自暴自
棄，同調バイアスの払拭



地震（強震）

津波 液状化 土砂災害 地盤変化

人的被害（個人・集団の行動；ミクロ解析），間接被害；
経済・コミュニティー被害，風評被害（マクロ解析）

家屋・建物被害，インフラ被
害，交通被害

農業・水産被害 環境影響

原発事故地形変化火災浸水

被害関数（連鎖的
外力と被害率）の
導入・高度化

連動・複合プロセス

時間経過
連鎖プロセス

広域・複合・連鎖災害としての東日本大震災



地震（強震）

津波 液状化 土砂災害 地盤変化

人的被害（個人・集団の行動；ミクロ解析），間接被害；
経済・コミュニティー被害，風評被害（マクロ解析）

家屋・建物被害，インフラ被
害，交通被害

農業・水産被害 環境影響

原発事故地形変化火災浸水

連動・複合プロセス

時間経過
連鎖プロセス

連鎖災害としての東日本大震災＋能登半島地震

建物倒壊，津
波避難の中で，
初期消火が出
来なかった

国土地理院

国際航業



初期・緊急対応から復旧・復興

• 発災後の緊急避難，安否確認 ー命を守る
• 被災者支援

– 避難所開設，2次避難・広域避難
– 高齢者・要支援者の把握と支援
– 仮設住宅（借上型仮設住宅）確保
– ボランティア・企業の支援

• 住宅・まちづくり・インフラ ー生活を守る
– 仮設住宅（商業施設）確保
– 自主再建支援，災害公営住宅計画
– 緊急輸送路の確保，インフラ復旧・復興
– 復興まちづくり
– 災害廃棄物

• 産業・生業 ー地域を守る
– 緊急資金確保・支援，仮設事業所の整備
– グループ補助金
– サプライチェーンの確保，BCP計画再確認・修正
– 人材確保，事業の立ち上げ・再建，にぎわい再生
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河北新報朝刊（2024/9/25)

2024年9月末の能登豪雨
もう１つの複合災害

n 連鎖する複合災害
n 異なる原因により連
続的な複合災害

n 被災直後の脆弱性
n 迅速な復旧・復興の
重要性



2024年宮崎県日向沖地震と
南海トラフ地震臨時情報・注意

確実ではない情報の提供と対応
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2024年8月8日 日向灘の地震

地震概要（気象庁報道発表）

• 2024年8月8日16時42分
• マグニチュード：Mj7.1
• Mw7.0
• 震源の深さ：31 km
• 最大震度： 6弱（宮崎県日南市
（にちなんし）

主な被害（報道、消防庁資料より）

• けが
• 建物損壊など

宮崎県日南市

気象庁のウェブページ「地震情報」より
https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=eart
hquake_map

震央



https://tenki.jp/news/fnn/8b1e4022-2262-4e2e-9644-f78aab36b914.html

南海トラフ巨大地震
（陸側ケース）の場合、
171.6兆円
20年間の長期被害；
南海トラフ地震の場
合も1410兆円

昭和東南海地震・津波から８０年
30年以内発生確率70-80％
政府・行政で国難対策を推進



気象庁資料（2024）



河北新報朝刊
2024/4/19

想定震源域の端
地震規模Mw6.6 <6.8
プレート内，正断層

気象庁資料
2024/4/18



気象庁資料

2時間以内
には発表



河北新報朝刊（2024/8/9) 河北新報朝刊（2024/8/16)



河北新報朝刊（2024/8/16)



テレビから情報を得た

ラジオから情報を得た

新聞から情報を得た

アプリの通知で情報を得た

ホームページなどインターネットから情報を得た

FacebookやX（旧Twitter）などから情報を得た

家族・友人・知人・職場の同僚から情報を得た

防災行政無線から聞いた

防災情報を配信するメールで情報を得た

その他

84.8

4.7

13.6

25.3

6.7

86.0

5.5
7.0
7.0

12.0

24.66.4
6.2

4.5
3.0
0.7
5.1
3.0

0.4
0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

防災対策推進地域（n=3665）

防災対策推進地域以外（n=3991）
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• 突出して「テレビから情報を得た」と回答する割合が高かった

この情報をどこから入手しましたか（複数回答）
※ 情報認知した人のみ

情報を入手したメディア
（内閣府資料；関谷，2024）

https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/18/index.html
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https://www.moba-ken.jp/project/disaster/disaster20240704.html

災害情報の取得方法 10代はSNS、70代はテレビが約9割
（2024年7月4日）モバイル社会研究所



• 半数以上が直後に入手
• 推進地域の人、推進地域以外人でほぼ大差ない。

2
9

初めてこの情報を入手したのは何時ごろでしたか。 ※情報認知した人のみ

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意入手時間）
(内閣府資料；関谷，2024）

https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/18/index.html



n

3665

3991

防災対策推進地域

防災対策推進地域
以外

28.8

21.9

48.7

51.2

18.9 3.7

21.7 5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても不安になった

あまり不安にならなかった

やや不安になった

全く不安にならなかった

• 地域に関わらず、不安になった人が7割以上
• 推進地域＞推進地域以外
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南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）不安になったか
(内閣府資料；関谷，2024）

この情報を見聞きして、不安になりましたか。
※情報認知した人のみ

https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/18/index.html



南海トラフ地震臨時情報について、テレビから情報
を得た

南海トラフ地震臨時情報について、インターネット
から情報を得た

南海トラフ地震臨時情報について、Ｘ（旧 Twitter）

などのソーシャルメディアから情報を得
た

家具の転倒防止を確認した

津波からの避難に備えて、避難場所や避難経路を確
認した

避難生活を送るための避難所を確認した

家族との連絡方法を確認した

家族との待ち合わせ場所を確認した

水や食料などの備蓄を確認した

水を購入した

食料を購入した

非常用持ち出し袋を購入した

トイレットペーパーなどの日用品を購入した

ガソリンを満タンにした

自宅から避難した

旅行・帰省や遊びの予定を変更した

その他

特に何も行動はとらなかった

62.9

34.3

6.3

9.8

21.3

3.6

5.5

59.7

32.0

7.8

7.6
8.6

5.3
6.0

2.8

3.4

5.6
5.6
2.8

11.9
8.7

3.8

5.6
2.8

2.2
1.1

2.4

3.1

1.2
0.4

2.3
1.8

0.8
1.0

20.2
26.2

0% 20% 40% 60%

この情報を入手してから、以下のような行動をとりましたか。
※情報認知した人のみ

80% 100%

防災対策推進地域（n=3665）

防災対策推進地域以外（n=3991）

• テレビによる情報取得行動
が中心。

• 日ごろの備えの「確認」が求
められていたが、「確認」をし
た人は極めて少ない。

• 何かを購入したという人は
すくない（災害後の行動と
比べても少ない）

• 予定の変更については2%
程度

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）聴取後の行動
(内閣府資料；関谷，2024）
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さまざな評価や課題
• 評価

– 備えの意識向上，危機感の醸成，日頃の備えの点検を実施
– 実践的な避難計画の見直し（自主避難，事前避難）
– 連携体制・危機管理への再確認
– ハザードマップの周知

• 課題
– 社会活動への影響；JR東海，新幹線の減速運転の実施，海水浴の閉鎖・お祭り
の中止

– 経済への影響；観光地で宿泊キャンセル
– メンタルへの影響；不安の増加
– 「自粛パニック」一部で水や食料品の買いだめをする動き 
– 「オオカミ少年」になるのでは？

• 今後の改善へ
• 臨時情報の分類・発表基準の再整理，予知情報ではない
• 千島海溝・日本海溝での後発地震注意情報への教訓

– 「聞いたことがない」約7割 巨大地震対策の情報浸透進まず
• “死者20万人とも言われる巨大地震の犠牲者を、事前の備えと迅速な避難で8割減らせ

る”
• https://www3.nhk.or.jp/news/special/saigai/select-news/20231221_1.html
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高知県での対応事例(24.9.9)
• 自治体

– 今回の「注意」の発表後、高齢者等避難が４市町村で発令。
– 避難所の開設は20市町村で、うち12市町村で避難された方がおり、避難者
数はピーク時で63人。

• ○県民
– 臨時情報の認知率は低かったものの、県からの呼びかけや報道などにより、
県民は冷静に受け止め、対応していたと考える。

• ○イベント
– 臨時情報が発表された日の翌日に控えていた「よさこい祭り」は、観客の避
難経路の確保などの対策を行い実施。一部では、沿岸地域でのイベントなど
が中止。

• ○経済
– 旅館、ホテルでは、一部で宿泊客がキャンセルしたため、約１億７千万円の
損失が発生。

• ○今後の対応
– 来るべき南海トラフ地震に対して「正しく恐れる」ことが重要であるため、県民
に対し、分かりやすい啓発活動や情報発信に努める。
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後発地震への注意を促す情報の必要性（内閣府・気象庁）,2022年

34

〇 ⽇本海溝・千島海溝沿いでは、巨⼤地震発⽣の切迫性が⾼まっている。さらに、Mw7.0以上の先発地
震が発⽣した後にさらに⼤きな後発地震が発⽣した事例は、これまでに２事例確認されており、今後も同
様の事象が発⽣する可能性がある。

〇 ⽇本海溝・千島海溝沿いの巨⼤地震及び津波では、広域かつ甚⼤な被害が想定されているが、国⺠⼀
⼈⼀⼈の避難意識を⾼めることで、被害を⼤幅に軽減できる。

〇 ⼀⼈でも多くの「⼈命を救う」ために、巨⼤地震の発⽣可能性が⾼まっている際に、巨⼤地震への注意を
促す情報を発信し、揺れへの備えや津波から迅速に避難するための備えをよびかけることが重要。

⽇本海溝・千島海溝沿いの巨⼤地震による被害想定

条件 津波による死者数（⼈）

早期避難率低 約199,000⼈

早期避難率⾼
＋よびかけ 約47,000⼈

避難意識の向上

条件 津波による死者数（⼈）

早期避難率低 約100,000⼈

早期避難率⾼
＋よびかけ 約44,000⼈

避難意識の向上

＜⽇本海溝地震＞

＜千島海溝地震＞

Mw7以上の先発地震が発⽣した後に
Mw8以上の後発地震が発⽣した過去事例

日

本

海

溝

千

島

海

溝

【 前 例 ①】
1963年 択捉南東沖地震

M7.0 M8.5
約18時間後

約２⽇後
M7.3

2011年 東北地⽅太平洋沖地震

M9.0

【 前 例 ②】

今回想定している震源域でも
同様の事象が発⽣する可能性



想定震源域

想定震源域に影響を
与えるエリア（D）*3

⽇本海溝・千島海溝沿いにおける後発地震 注意情報（内閣府・気象庁）

■名称 ⽇本海溝・千島海溝地震臨時情報（巨⼤地震注意）
（※情報名は事務局案（仮称））

■情報発信の条件*1
⽇本海溝・千島海溝沿いの巨⼤地震の想定震源域とそれに影響を与える範囲
（右上図）で、 Mw7.0*2以上の地震が発⽣した場合

■対象エリア*1
最⼤クラスの地震により津波⾼３ｍ以上、震度６弱以上が想定される地域
（北海道、⻘森県、岩⼿県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県の対象市町村）

■受け⼿に取っていただきたい防災対応*1

地震発⽣から１週間「⽇頃からの地震の備えを再確認」をするとともに、
揺れを感じたら、ただちに避難できる体制の準備

【住⺠】 〇避難経路・避難場所の確認
〇すぐに逃げられる服装で就寝  
〇⾮常持出品の常時携帯 等

【企業】 〇避難経路・避難誘導⼿順等の確認
〇発災時の職員の役割分担の確認
〇情報の正確な伝達・よびかけ  等

⽇本海溝地震

千島海溝地震

巨⼤地震の想定震源域

津波⾼3ｍ以上の範囲
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■情報発信の開始時期 12⽉16⽇より

概ね２時間後に開催する、内閣府・気象庁の合同記者会⾒により発信

*1︓⽇本海溝・千島海溝沿いの巨⼤地震  
対策検討WG報告書に定めのある事項

*2︓⼀定以上の精度で求まったMw
*3︓影響を与えるエリアの範囲（D）は、発⽣

した 地震のMwによって変化する
*4︓過去約100年の間に当該地域で発⽣し

たMw7.0以上の地震数から想定

D 

D 

D D 



様々なリスクがある中
どのように対応したら良いのか？

ü 経験・教訓を繋げていくこと！

ü 連携し今の対応・対策を強化すること！

ü 社会のシステム（考え方，生活様式）を変えること！
＝＞ レジリエント社会の構築

36

３つにリスクは分類；

１．同じ地域での繰り返しリスク
２．他の地域でのリスク
３．未経験のリスク



竹 ー 節の役割
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互いに隣り合う節と節の間隔が、ある一定の
ルールに従うよう絶妙に調節されており、結
果として、野生の竹が「軽さ」と「強さ」を併せ
持つ理想的な構造を「自律的に」形成してい
ることを突き止めたとする。（山梨大；島弘幸
准教授，2016年）
H. Shima et al., Phys. Rev. E 93, 022406 (2016).

復元力；しなやかさ
空洞；軽い， 幹，節；強度

数本切り倒しても根が残っていれば
すぐに再生（性）

プラットフォーム
＆ゲートウェイ
の役割？



我々は災（害）間に生きている

過去の災害から学んだ経験と教訓を継承
し、将来のリスクを予測し，関係者が協力

してリスクを軽減することが不可欠

過去の事例，教訓 将来の災害

防災・減災の活動は，短距離走ではなく，マラソンである．
DRR activities are a marathon, not a sprint.

現在



自分事化協議会 背景
• 近年、豪雨災害が頻発し毎年のように犠牲者が発生．自治体から避難指示な
どの情報が出されても避難率は低く、多くの人は災害が起こるまで災害を自分
のこととしてとらえていないのが現状．日本のどこかで「まさか自分が被災者に
なるとは‥」という声が。

• 「災害の自分事化協議会」は、心を揺さぶり行動に誘う良質な経験・体験，知
見などの情報を発掘・育成する．その情報を伝える仕組みを全国で展開する

• 災害を自分事化し人々の防災行動を変えていく．
• そのため、組織的かつ体系的な取り組みについて検討するために設立し、検
討成果をとりまとめ。

• メンバー；
• 学術（今村，佐藤翔輔），保険協会，メディア（全国紙，地方紙），国交省，国土
技術センター
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自分事化プロジェクトのコンセプト
心を揺さぶり行動に誘う良質な情報の発掘・育成 ▶認定制度

情報を伝える仕組みの展開・普及 ▶ 地域文化の活性化；お祭
り、旅行、学校教育、保険加入 等

40

1)心を揺さぶり行動に誘う良質な情報

の発掘・育成

2)情報を伝える仕組みの展開・普及に

より、【知る】➡【自分事化】➡

【行動】に変容する。



○近年、全国各地で災害が発生し、災害後には「まさか自分が被災者になるとは‥」と
いう声が発せられるなど、多くの人が災害を自分のこととしてとらえていない。

○一方で、過去の災害の伝承により、命が救われた事例もある。

○全国の流域治水協議会等を通じて防災資産の認定候補を抽出し、そ
の中から「災害の自分事化協議会」が、防災資産としてふさわしい、
「優良認定」、「認定」案件を、内閣府特命担当大臣（防災担当）
及び国土交通大臣に推薦。
○上記推薦を受け、内閣府特命担当大臣（防災担当）、国土交通大臣
が認定を実施。「優良認定」、「認定」。
・「NIPPON防災資産」認定証の授与
・ウェブサイト等でコンテンツを紹介

「NIPPON防災資産」の認定制度の創設について

○地域で発生した災害の状況を分かりやすく伝える施設や
災害の教訓を伝承する活動※などを「NIPPON防災
資産」（以下、「防災資産」という。）として認定する制
度を新たに創設。

※活動：語り部、防災に係る催事、防災ツアー等
○認定された防災資産を通じて、住民の方々が過去の災
害の教訓や今後の備えを理解することで、「災害リスクを
自分事化」し、主体的な避難行動や地域に貢献する
防災行動につなげる。

（事例）災害の教訓を伝承する活動
（防災に係る催事）

「えちごせきかわ大したもん蛇まつり」
【新潟県関川村】
■昭和42年の羽越水害後20年を契機に
始まった大蛇伝説と交え水害を伝承
する祭。

■水害発生日の数字に合わせ、82.8m
の大蛇を竹と藁で作成し、村内を練り
歩き、高台に移動。

防災資産の普及・拡大によりこの国に
暮らすひとりひとりが、災害リスクを自
分事化し、主体的な防災行動へ

背景

災害リスクの自分事化に向けて

内閣府特命担当大臣（防災担当）、国土交通大臣による認定

ギャップを
埋める

（事例）水害経験の教訓を伝える施設
【広島県坂町小屋浦地区】
■平成30年の西日本豪雨の教訓を伝え、活かすために、小
屋浦公園の一部を「坂町自然災害伝承公園」として整備。

■園内に「水害碑」の建立と共に「坂町災害伝承ホール」
を建設し、災害の教訓を伝承するための教育・研修の場
として活用。

坂町災害伝承ホール 災害伝承碑

（事例）災害の教訓を伝承する語り部活動
【和歌山県那智勝浦町】
■平成23年の紀伊半島大水害を契機に、和歌山県土砂災害
啓発センターを設立。

■当施設において、同水害の被災者が自身の被災体験で学
んだ教訓を伝承するため、手書きの紙芝居を製作し、語
り部活動を実施。

和歌山県土砂災害啓発センター 語り部活動



おわりに

• 東日本大震災から１３年経過
• 様々なリスク・災害が発生
• 2024年能登半島地震（複合災害），少子高齢
化の中での復旧・復興，地域の生活・産業・
伝統文化を継続するには？

• 南海トラフ臨時情報（注意），今後の国難，不
確定な情報に対してどのように対応出来る
か？

• レジリエンス社会の構築が不可欠（竹の節）
42



我々が伝えたい基本メッセージ

「教訓が、いのちを救う」

備えることで救える“いのち” がある
ことを知ってもらう！

学ぶことで助かる“いのち” があるこ
とを知ってもらう！

https://www.311densho.or.jp



教訓が、いのちを救う

震災伝承ネットワーク協議会（官）

→http://www.thr.mlit.go.jp/sinsaidensyou/

3.11伝承ロード推進機構（民）
→http://www.311densho.or.jp/

多様な方を誘う機会を創出

・防災専門家
・学術・研究機関
・修学・学習
・自治体関係者
・業界関係者
・一般の方 など

（※主な震災伝承施設）

目標

①防災力の向上（教訓の伝承）

②地域の活性化（学びの対流）

点在する遺構等を

ネットワークで結ぶ

『３．１１伝承ロードⓇ 』の形成

イメージ
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「伝承ロード」のもつ意味 国内

45

奥の細道

出典：「奥の細道行脚之図」森川許六画

（天理大学附属天理図書館所蔵）

四国八十八カ所 遍路道

写真：（一社）四国八十八ヶ所霊場会

出典：四国おへんろ.net
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人と情報の交流が再開
ー国内外で
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海外からの伝承・震災ツアーのニーズヒアリング

• 韓国、台湾などからのインバウンド受入れ開始

・韓国128名が2023年1月13日から6泊7日滞在。

“東北滞在中は「防災ツーリズム～東日本大震災被災
地復興視察」をテーマに、宮城県・岩手県の被災地を
訪れ、各地で伝承館や震災遺構を視察しながら被災さ
れた語り部の方々の体験談を伺いました”
（日韓文化交流基金WEBサイトより）

• 海外からの「防災ツ―リズム」の
需要と受入れの開始

・台湾からの防災ジュニアリーダー
（高校生15名、大学生9名）による、
震災遺構・復興祈念公園の視察訪問



国内からの伝承・震災ツアーの現状調査（１）

• 東北3県の
伝承施設への
訪問者が、
初めて100万人
を超過

• コロナ禍後の
段階的な回復

• 語り部との連携
や、質の向上が
課題

a. 東日本大震災の伝承施設・伝承団体への訪問者推移
現状調査【施設訪問者】



国内からの伝承・震災ツアーの現状調査（２）
 
震災学習プログラム受け入れ【プログラム訪問者】

• 東北3県の
伝承団体への
訪問者が、

コロナ前の規模
に回復

• コロナ禍後の
段階的な増加

• 施設との連携や、
質の向上が課題



地域の資源を活かす＝＞ 資源を資本に

震災ツーリズムの役割と期待
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伝承ツーリズムのあり方、役割の整理

伝承ツーリズムのあり方<2022年調査報告概要> 防災ISO関連事業

民間での
自然発生的な
「語り部」

復興予算による
震災遺構、

祈念公園等の整備

研究機関によ
る

専門知見

被災各地をつなぐ

ネットワーク型の伝承ツーリズム

ICT活用、オンライン配信による

旅客誘導の把握、付加価値向上

＋



国内からの伝承・震災ツアーの現状調査

b. 東日本大震災の伝承個別事例調査

防災プログラムの収益変化
 (3.11メモリアルネットワークの事例)

・2020年度のCOVID-19による急減
・2021年度の現地訪問の回復
・2021年度のオンライン収益増加
→震災学習ツアー収益向上の可能性

石巻地区の回遊調査（群流センサ）

• 群流センサによる伝承施設の来訪者把握

• 伝承施設前後の周遊把握可能

→ICTによる伝承ツアー回遊傾向の把握

0
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伝承ツーリズムのあり方、役割の整理

伝承ツーリズムのあり方 （他ツーリズムとの比較）

ヘルス
ツーリズム

ピース
ツーリズム

ガストロノミー

ツ―リズム
四国遍路 伝承ツ―リズム

熊本記憶の回廊
震災/伝承
ツーリズム

認証制度
あり

(ISO認証オプション)
なし

なし
（ミシュラン・表彰、憲章,
ガイドライン等）

市独自の有機認証等

なし なし 調整必要

来訪者数
極小

(1プログラム数十人)

多
（広島市のみで

180万人）

多

(海外客の希望3位)

中

（太龍寺のみで
3~10万人）

小～中

（施設計120万人、
伝承目的10万人）

中
（東北全体で

100万人規模）

広域性
全国46プログラム 1市のみ

(欧米から誘客) 海外への競争力 熊本県内
岩手・宮城・

福島ほか

オンライン 親和性低 未実施 ー ー (88億回念誦プロジェクト) 親和性高く増加

世界遺産/
文化遺産

ー 原爆ドーム 和食 検討中 熊本城
一部で検討開始
の市民活動

運営組織 振興機構(NPO法人)

企画協会(株式会社)

推進機構(一般社団)

広島市(牽引役、
民間と関わり模索)

UNWTO等
(憲章,ガイドライン)

ONSEN ･ｶﾞｽﾄﾛﾉﾐｰﾂｰﾘｽﾞ
ﾑ推進機構

自治体、霊場会、宿、

四国遍路世界遺産
登録推進協議会

熊本県
(協議会等は未形

成)
調整必要

推進財源 他事業収益が主
（認証取得側は、自治体や

地方創生の財源）

広島市
資料館運営:約2.5億円
ツーリズム推進:約500万円
伝承者養成:約200万円等

ー

各組織から負担金
（年間収入約80万円）
清掃や道路修繕に補助

熊本県

南阿蘇村
調整必要



関連ISO規格、国連防災機関のレポートや活動

国連世界観光機関、ガストロノミーツーリズム等の現状調査

ガストロノミーツーリズ
ム

震災（防災）ツーリズム
UNESCO無形文化遺産登録
「和食：日本人の伝統的な食文化」（2013年）
「フランスの美食術」（2010年）
「メキシコの伝統料理」（2010年）
「地中海料理」（2010年）
「ケシケキの伝統」（2011年）

遺産登録の声はあるが、
具体的な活動はこれから。

産業分野として収益確保の取
り組みは未成熟もしくは困難



関連ISO規格、国連防災機関のレポートや活動に関する資料調査

(1)サステイナブルツーリズム認証制度調査

情緒的価値
（⾮⽇常シーンでの楽しみ・喜び）

の提供

健康への気づきの促進

サービス購⼊・利⽤における
安⼼・安全への配慮

3つの
「重要概念」の設定

• サステイナブル
ツーリズム調査へ

• ヘルスツーリズム
を調査

• 標準化には「定義」
「価値設定」
「ターゲットごとの

プログラム」が必要

• 21都道府県で46認証

• 運営組織が必要

• 運営組織には財源と
横断的な役割が必要

• 認定を取得だけでは
売れない

2022年度調査

2021年度報告



伝承ツーリズムのあり方、役割の整理

伝承ツーリズムのあり方、役割<2022年調査報告概要> （新たな価値の創造）

ネットワーク

型ツーリズ
ム

• 災害経験を原点とした人、地域の価値発信
による100万人の来訪と海外需要の確認

• ネットワーク型の
ツーリズムを通して
県域を越えたつながり形成

• リアルとオンラインの併用
による収益性の向上

• 世界遺産登録等による来訪者増の
可能性と、推進体制の必要性確

• 仙台防災枠組みに基づき
レジリエンスを世界発信

被災地域
からの価
値発信

県域を越
えた交流
形成

レジリエン
スを世界に

発信



河北新報朝刊（2023年3月26日）



おわりに

• 東日本大震災から12年経過
• 様々なリスク・災害が発生
• レジリエンス社会の構築が不可欠（竹の節）
• 仙台防災枠組2015-2030の中間レビューと民
の役割（互助，産業助）

• 防災ISOの推進
• 震災ツーリーズム（地域資源から資本に）
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